
民生費
355億6,791万円（46.6％）
前年度比　＋3.1％
高齢者・障害者へのサービス、
子育て支援、生活保護など

市税
305億3,898万円（40.0％）
前年度比　－0.7％
市民税、固定資産税など

国庫支出金
113億4,085万円（14.9％）
前年度比　＋4.1％
使い方が決められている
国からの補助金など

教育費
117億4,623万円（15.4％）
前年度比　＋78.1％
小中学校やスポーツ施設
の運営費など

総務費
72億2,659万円（9.5％）
前年度比　＋2.0％
行政運営や
職員の人件費、
コミュニティの推進など

市債
99億260万円（13.0％）
前年度比　＋86.2％
学校建設などの借入金

都支出金
83億4,554万円（10.9％）
前年度比　＋2.9％
使い方が決められている
都からの補助金など

繰入金
40億8,633万円（5.4％）
前年度比　－1.8％
基金（市の貯金）からの
取りくずしなど

地方交付税
35億6,400万円（4.7％）
前年度比　－0.1％
使い方が決められていない
国からの交付金

地方消費税交付金
39億6,000万円（5.2％）　
前年度比　＋67.7％
消費税のうち地方に配分
されるものなど

分担金及び負担金
9億4,296万円（1.2％）　
前年度比　－34.7％
保育料など

使用料及び手数料
6億5,966万円（0.9％）
前年度比　＋4.1％
市民会館などの使用料、
ごみ収集手数料など

諸収入
5億8,298万円（0.8％）　
前年度比　－22.6％
預金利子、
各種サービス負担金など

その他
23億4,710万円（3.1％）
前年度比　－7.6％
市有地の売却による収入
や寄付金など

土木費
69億6,257万円（9.1％）
前年度比　＋12.7％
道路や公園の整備など

公債費
64億1,429万円（8.4％）
前年度比　－7.5％
借入金の返済など

衛生費
49億3,344万円（6.5％）
前年度比　－2.5％
ごみ収集、健康促進など

消防費
25億335万円（3.3％）
前年度比　－0.4％
防災対策など

議会費
5億638万円（0.7％）
前年比　＋4.4％
議会の運営費、議員の報酬など

その他
4億1,025万円（0.5％）
前年度比　－11.9％
商店街や農業の振興など

◆
一
般
会
計

【
市
か
ら
の
説
明
】
歳
入
歳
出

予
算
の
総
額
か
ら
14
億
４
千
393

万
１
千
円
を
減
額
す
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
公
立
学
校
校
舎
統
合
事
業
が

補
助
対
象
か
ら
外
れ
た
理
由

及
び
教
育
環
境
充
実
向
上
の

た
め
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
事

業
の
今
年
度
の
申
請
と
予
算

残
に
つ
い
て

・
地
域
住
民
生
活
等
緊
急
支
援

交
付
金
の
事
業
決
定
ま
で
の

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て

・
市
民
消
費
喚
起
事
業
の
プ
レ

ミ
ア
ム
商
品
券
事
業
の
内
容
、

取
り
扱
い
店
舗
、
時
期
、
周

知
、
効
果
測
定
に
つ
い
て
、

　
プ
レ
ミ
ア
ム
率
を
20
％
に
し

た
理
由
に
つ
い
て

・
観
光
振
興
事
業
委
託
の
観
光

マ
ッ
プ
作
成
委
託
に
つ
い
て
、

配
布
時
期
・
方
法
に
つ
い
て

・
い
こ
い
ー
な
ラ
ッ
ピ
ン
グ
ト

レ
イ
ン
・
車
内
中
吊
り
広
告

の
目
的
と
効
果
、
一
店
逸
品

の
車
内
Ｐ
Ｒ
に
つ
い
て

・
多
子
世
帯
等
の
生
活
支
援
事

業
交
付
金
の
交
付
方
法
、
運

営
の
体
制
に
つ
い
て

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
議
会

へ
の
説
明
、準
備
状
況
、セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
の
確
保
、Ｄ
Ｖ
対

応
等
個
別
の
問
題
に
つ
い
て

・
菅
平
少
年
自
然
の
家
跡
地
の

不
動
産
売
り
払
い
の
国
立
市

と
の
共
同
売
却
に
つ
い
て

・
水
飲
栓
直
結
給
水
化
事
業
の

実
績
と
今
後
に
つ
い
て

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

平
成
27
年
度

当
初
予
算
の
審
査
か
ら

平
成
26
年
度

補
正
予
算
の
審
査
か
ら

◆
一
般
会
計

【
市
か
ら
の
説
明
】
歳
入
歳
出

予
算
の
総
額
を
、
歳
入
歳
出
そ

れ
ぞ
れ
762
億
７
千
100
万
円
と
定

め
る
。
債
務
負
担

行
為
は
、
都
市
計

画
道
路
事
業
用
地

購
入
費
な
ど
30
件

と
す
る
。
地
方
債

は
、(

仮
称)

第
10
中
学
校
整
備

事
業
な
ど
19
事
業
で
、
99
億
260

万
円
の
借
り
入
れ
限
度
額
を
予

定
し
、
一
時
借
入
金
の
最
高
額

は
、
60
億
円
と
定
め
る
も
の
。

【
主
な
質
疑
項
目
】

・
ふ
る
さ
と
納
税
の
市
税
収
入

へ
の
影
響
、
市
の
名
産
品
活

用
等
、
今
後
の
方
向
性
に
つ

い
て

・
菅
平
少
年
自
然
の
家
跡
地
売

却
の
最
低
入
札
価
格
の
設
定

と
決
定
ま
で
の
手
順
、
遠
隔

地
の
更
地
の
管
理
に
つ
い
て

・
国
勢
調
査
の
体
制
、
調
査
・

回
収
方
法
に
つ
い
て

・
住
基
ネ
ッ
ト
の
自
治
体
と
市

民
の
メ
リ
ッ
ト
、
廃
止
に
伴

う
10
年
間
の
維
持
管
理
費
に

つ
い
て

・
ひ
き
こ
も
り
・
ニ
ー
ト
対
策

事
業
の
成
果
、
自
立
支
援
法

開
始
に
よ
る
対
象
増
の
人
数
、

周
知
、
相
談
体
制
の
強
化
、

庁
内
連
携
に
つ
い
て

・
紙
お
む
つ
給
付
事
業
の
入
院

中
の
方
へ
の
給
付
の
評
価
と

今
後
の
課
題
に
つ
い
て

・
ひ
ば
り
が
丘
第
一
、
第
二
の

大
規
模
学
童
の
現
状
認
識
、

マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
の
影
響
に

つ
い
て

・
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
の

高
齢
者
増
加
に
伴
う
専
門
性

等
機
能
強
化
に
つ
い
て

・
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度

　
①
個
人
番
号
カ
ー
ド
の
発
行
、

証
明
書
の
コ
ン
ビ
ニ
交
付
に

つ
い
て

　
②
税
と
社
会
保
障
以
外
の
行

政
情
報
の
リ
ン
ク
、
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
に
つ
い
て

・
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
推
進
事

業
、
自
治
会
・
町
内
会
活
性

化
補
助
金
の
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
組
合
の
応
募
に
つ
い
て

・
市
民
会
館
・
中
央
図
書
館
・

田
無
公
民
館
合
築
複
合
化
整

備

　
①
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、
基
本
プ

ラ
ン
策
定
支
援
委
託
の
内
容
、

策
定
を
急
い
だ
理
由
、
懇
談

会
と
市
民
参
加
に
つ
い
て

　
②
合
築
複
合
化
決
定
の
時
期
、

プ
ラ
ン
の
想
定
、
庁
舎
統
合

と
の
整
合
性
に
つ
い
て

　
③
市
の
南
部
地
域
の
公
共
施

設
適
正
配
置
に
つ
い
て

　
④
行
革
推
進
委
員
会
へ
の
合

築
の
資
料
提
出
に
つ
い
て

・
庁
舎
統
合
方
針
案

　
①
方
針
案
の
コ
ス
ト
比
較
、

公
共
施
設
適
正
配
置
の
あ
り

方
に
つ
い
て

　
②
基
礎
調
査
報
告
書
の
４
方

針
と
暫
定
的
統
合
方
針
案
の

市
民
説
明
に
つ
い
て

　
③
新
た
な
用
地
検
討
案
と
し

て
教
育
施
設
で
の
検
討
に
つ

い
て

　
④
統
合
方
針
案
提
出
の
タ
イ

ミ
ン
グ
、
議
会
に
対
す
る
説

明
の
仕
方
に
つ
い
て

・
め
ぐ
み
ち
ゃ
ん
メ
ニ
ュ
ー
認

定
事
業
支
援
委
託
先
、
取
り

組
み
の
方
向
性
に
つ
い
て

・
３
・
４
・
24
号
線
整
備
事
業

の
広
場
予
備
設
計
委
託
の
見

通
し
、
地
権
者
へ
の
説
明
会

に
つ
い
て

・
街
路
灯
整
備
Ｌ
Ｅ
Ｄ
化
事
業

委
託
の
Ｅ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
事
業
導
入

の
中
身
、
効
果
、
市
内
業
者

の
参
入
に
つ
い
て

・
は
な
バ
ス
の
入
れ
か
え
車
両

の
サ
イ
ズ
、
運
転
手
の
正
規

化
に
よ
る
人
件
費
の
影
響

・
都
バ
ス
梅
70
廃
止
に
伴
う
代

替
路
線
、
昭
和
病
院
利
用
者

へ
の
説
明
、
小
平
方
面
へ
、

は
な
バ
ス
第
４
ル
ー
ト
延
伸

の
考
え
に
つ
い
て

・
ひ
ば
り
が
丘
三
丁
目
緑
道
公

園
整
備
用
地
買
収
の
Ｕ
Ｒ
と

の
交
渉
に
つ
い
て

・
建
築
基
準
行
政
事
務
移
管
の

方
針
決
定
要
因
、
一
団
地
の

認
定
に
つ
い
て

・
教
育
相
談
の
有
機
的
な
つ
な

が
り
、
市
独
自
の
カ
ウ
ン
セ

ラ
ー
の
配
置
に
つ
い
て

・
家
庭
の
教
育
力
向
上
支
援
事

業
の
親
の
教
育
力
、
民
法
に

お
け
る
親
の
義
務
に
つ
い
て

・
下
野
谷
遺
跡
の
位
置
と
出
土

品
を
展
示
す
る
西
原
郷
土
資

料
室
の
距
離
、
他
市
の
展
示

方
法
の
検
討
、
専
門
員
の
配

置
、
今
後
の
国
・
都
の
補
助

に
つ
い
て

・
校
庭
芝
生
化
の
都
補
助
終
了

後
の
維
持
管
理
費
の
動
向
と

今
後
の
芝
生
化
に
つ
い
て

・
（
仮
称
）
第
10
中
学
校
整
備

事
業
に
伴
う
中
原
小
学
校
の

早
期
建
て
か
え
と
小
中
一
貫

校
の
検
討
、
給
食
室
整
備
検

討
の
期
限
に
つ
い
て

◆
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

◆
介
護
保
険
特
別
会
計

◆
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
多
数
で
可
決

◆
下
水
道
事
業
特
別
会
計

◆
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

【
結
果
】
賛
成
全
員
で
可
決

予
算
特
別
委
員
会
の
審
査
か
ら

駐車場事業特別会計
介 護 保 険 特 別 会 計
後期高齢者医療特別会計

国民健康保険特別会計
下水道事業特別会計
中小企業従業員退職金等
共 済 事 業 特 別 会 計

会　 計　 区　 分
一　 般　 会　 計
特　 別　 会　 計

合　　　　　　計

平成26年度予算額
 698億500万円 762億7,100万円 9.3%
 422億3,731万円 448億8,892万円 6.3%
 197億2,235万円 226億3,379万円 14.8%
 41億9,073万円 34億1,816万円 △18.4%
 31万円 ―　　　 皆減
 1億7,106万円 1億2,305万円 △28.1%
 140億8,678万円 144億9,111万円 2.9%
 40億6,608万円 42億2,282万円 3.9%
 1,120億4,231万円 1,211億5,992万円 8.1%

平成27年度予算額 伸び率

※表示単位未満を四捨五入しているため、合計額と一致しない場合があります。

一般会計・特別会計予算比較表

一般会計歳入・歳出予算の内訳
第
１
回
定
例
会
で
は
、
平
成
27
年
度
当
初
予
算
に
つ
い
て
、
一
般
会
計
の
ほ
か
、
５
つ
の
特
別
会

計
の
予
算
を
、
３
月
17
日
か
ら
26
日
ま
で
の
間
、
予
算
特
別
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

ま
た
、
平
成
26
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
、
３
月
６
日
、
９
日
に
委
員
会
で
審
査
し
ま
し
た
。

こ
こ
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
主
な
審
査
内
容
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◇
質
問
の
詳
し
い
内
容
は
会
議
録
に
掲
載
し
ま
す
。会
議
録
の
発
行
予
定
等
に
つ
い
て
は
10
面「
第

１
回
定
例
会
会
議
録
の
公
開
予
定
」
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

予算総額（一般会計）
762億7,100万円
（前年度比 ＋9.3％）

住民1人当たり 約38万円
1世帯当たり　 約82万円

※平成27年４月１日現在の人口、世帯数による
※グラフの数字は四捨五入のため、総額と一致しない場合があります

歳入 歳出

予算特別委員会の審査から

平成27年5月15日　 発行 第65号 （8）

西東京市


